








Problems of utilizing geospatial information in risk management （2）：
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埋却地数 18 100 19 2 7 2
（構成比） (12.2%） (67.6) (12.8) (1.4) (4.7) (1.4)
川南町（構成比） 11.5% 68.9 11.5 0.8 5.7 1.6
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A 低位 低位 　>300m 15 4
19
(12.8%)
B 低位～中位 低位～中位 　>１00m 65 18
83
(56.1%)
低位～中位 高位 12 2
高位 中位 13 -
高位 高位 6 1
低位～中位 低位～中位 9 1
中位 高位 1 -















A 低位 低位 　>3 0m 15 4
19
(12.8%)
B 低位～中位 低位～中位 　>１ 0m 65 18
83
(56.1%)
低位～中位 高位 12 2
高位 中位 13 -
高位 高位 6 1
低位～中位 低位～中位 9 1
中位 高位 1 -
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また、岩盤 層 く、掘削不可地域が多いこ から、埋却地の確保と埋却に代わる対策の検討が急務
となっている。
公有地活用により埋却地を確保している農場について、より農場に近い場所に個別で確保する。
家保職員による巡回指導時に取り組み。畜種による確保率に差がみられ（牛>豚=鶏）、住宅地に近い農
場や借地経営の農場、土地に余裕がない農場等も多くみられる。
農場の立地環境は、都市部の住宅密集地域にあり、遊休地や埋却可能な土地の確保が困難な農家が
過半数を占める。
物理的に確保できない農家もあるため、国有地の提供等を検討いただきたい。
県有地についても可能な範囲で確保が必要。
生産者の所有地だけでは確保率が100％とならない。
都市部で 埋却予定地の確保は困難。
農場内または隣接地に私有地の埋却候補地がなく、公用地等を対象としている農場で口蹄疫が発生し
た場合に本当に埋却できるのか。
市街化地域での埋却地の確保は現実的には困難であり、移動式焼却炉やレンダリング使用が現実的。
表-４　　埋却地確保に関する具体的な課題
埋却予定地
の
土地条件
埋却用地の
不足
（アンケート お び聞き取り調査により作成）
59
することが記されている。
５）赤、緑、青のカラー３バンドに近赤外バンドを加えた４バンドマルチ画像によって合成され
る。森林は濃い赤、農地や草地は明るい赤色からピンク色に見える。植生の活性度が高い部分
ほど赤色が鮮やかに見える。一方、裸地・空き地・建造物は青色から白色にみえる。
６）本データは衛星画像の色調、２万５千分の１地図記号をもとに、全国の100mメッシュごとの
土地利用を12種類（田、その他の農用地、森林、荒地、建物用地、道路、鉄道、その他の用
地、河川地及び湖沼、海浜、海水域、ゴルフ場）に区分したものである。
７）Webサイトで確認できた化製場等に関する施行条例・施行規則によれば、公衆衛生上害をおよ
ぼす恐れのある施設からの距離を200mないし300mと定めている都道府県や市が多数であるこ
とから、本稿ではより厳しい300mを採用した。
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